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平成２５年秋季全国火災予防運動の実施について 

 

 

 本年度の秋季全国火災予防運動については、平成２５年１１月９日から１５

日までの７日間にわたり、別添「平成２５年秋季全国火災予防運動実施要綱」

に基づき、実施することといたします。 

 貴職におかれましては、本運動及び関連行事への住民の積極的な参加を促し、

火災及び災害に強いまちづくりの継続的な推進のため、特段の御配慮をお願い

いたします。 

 また、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）

に対しても周知いただくよう、よろしくお願いいたします。 

 

＜連絡先＞ 

消防庁予防課予防係 

担当：福井・増沢・大槻 

電話：03-5253-7523 

：03-5253-7533 

ﾒ ｰ ﾙ：h.ohtsuki@soumu.go.jp 



別添 

平成２５年秋季全国火災予防運動実施要綱 

 

１ 目的 

  この運動は、火災が発生しやすい時季を迎えるに当たり、火災予防思想の

一層の普及を図り、もって火災の発生を防止し、高齢者等を中心とする死者

の発生を減少させるとともに、財産の損失を防ぐことを目的とする。 

 

２ 防火標語（平成２５年度全国統一防火標語） 

  『消すまでは 心の警報 ＯＮのまま』 

 

３ 実施期間 

  平成２５年１１月９日（土）から１１月１５日（金）までの７日間 

 

４ 重点目標 

（１）住宅防火対策の推進 

（２）放火火災・連続放火火災防止対策の推進 

（３）特定防火対象物等における防火安全対策の徹底 

（４）製品火災の発生防止に向けた取組の推進 

（５）多数の観客等が参加する行事に対する火災予防指導等の徹底 

               

５ 重点目標の取組に当たって効果的と考えられる具体的な推進項目 

（１）住宅防火対策の推進 

ア 住宅用火災警報器の設置徹底及び適切な維持管理の周知 

イ 住宅用消火器を始めとした住宅用防災機器等の普及促進 

ウ たばこ火災に係る注意喚起広報の実施 

エ 防炎品の普及促進 

オ 消防団、婦人（女性）防火クラブ及び自主防災組織等と連携した広報・

普及啓発活動の推進 

カ 地域の実情に即した広報の推進と具体的な対策事例等の情報提供 

キ 高齢者等の災害時要援護者の把握とその安全対策に重点を置いた死者

発生防止対策の推進 

（２）放火火災・連続放火火災防止対策の推進 

ア 「放火火災防止対策検討会の報告書の送付及び放火火災防止に向けた

取組みの積極的な推進について（平成１７年１月２８日付消防予第２２

号）」中において示している「放火火災防止対策戦略プラン」を活用した

放火火災に対する地域の対応力の向上 

イ パチンコ店及び物品販売店舗における放火火災防止対策の徹底  

ウ 放火火災・連続放火火災による被害の軽減対策の実施 

（３）特定防火対象物等における防火安全対策の徹底 

ア 防火管理体制の充実 

イ 避難施設等及び老朽化消火器を始めとする消防用設備等の維持管理 



の徹底 

ウ 防炎物品の使用の徹底及び防炎製品の使用の促進 

エ 防火対象物定期点検報告制度の周知徹底 

オ 違反のある防火対象物に対する是正指導の推進 

カ ホテル・旅館等における防火安全対策の徹底 

キ 個室ビデオ店等の個室型店舗における防火安全対策の徹底 

ク 高齢者や障がい者等が入居する小規模福祉施設における防火安全対策

の徹底 

ケ 小規模雑居ビルにおける防火安全対策の徹底 

（４）製品火災の発生防止に向けた取組の推進 

   製品の適切な使用・維持管理及び製品火災に関する注意情報の周知徹底 

（５）多数の観客等が参加する行事に対する火災予防指導等の徹底 

  ア ガソリン等の貯蔵・取扱いに対する指導 

  イ 火気器具を使用する屋台等への指導 

                                     

６ 地域の実情に応じた重点項目の設定 

  火災予防運動の実施に当たっては、必要に応じて次の事項等を追加するな

ど、地域の実情に応じた運動を展開することにより、効果的に火災予防思想

の普及を図ることができるものと考えられる。 

（１）地域における防火安全体制の充実 

ア 消防団員確保を推進することによる地域の火災予防体制の充実 

イ 婦人（女性）防火クラブ及び自主防災組織の整備充実 

ウ 在日外国人に対する火災予防広報の実施 

（２）震災時における出火防止対策等の推進 

ア 過去の大震災等の教訓を踏まえた出火防止対策等に係る啓発活動の推

進 

イ 火気使用設備・火気使用器具及び電気器具の特性を踏まえた出火防止

対策等の推進 

ウ 自主防災組織等と連携した地域の防火安全対策の推進 

（３）大規模産業施設の安全確保 

ア 当該施設の実態把握 

イ 当該施設で取り扱う危険性物品（廃棄物の処理・加工品を含む。）の把

握 

ウ 当該施設に係る防火安全対策の徹底 

エ 事故の発生、対処状況について消防機関への速やかな通報連絡・情報

提供の徹底 

（４）電気火災・燃焼機器火災予防対策の推進 

ア 電気配線・燃料配管の適切な維持管理 

イ 老朽化した器具や配線・配管の交換の推進 

ウ 電気機器や燃焼機器等の正しい使用の徹底 

（５）乾燥時及び強風時の火災発生防止対策の推進 

ア 火災予防広報の実施 



イ たき火等を行う場合の消火準備及び監視の励行 

ウ 火気取扱いにおける注意の徹底 

エ 工事等における火気管理の徹底 

（６）文化財建造物等の防火安全対策の徹底 

       

７ 実施要領 

「住宅防火 いのちを守る ７つのポイント」（別紙１参照）に関する広報

及び放火火災防止対策戦略プランの活用を含め、次の事項の実施により、効

果的に火災予防思想の普及を図ることができるものと考えられる。 

（１）消防庁の実施事項 

ア 関係省庁・関係団体への協力依頼、各都道府県への本運動周知 

イ テレビ、ラジオ、新聞、インターネット等の各種媒体を通じた広報 

（２）都道府県が実施した場合に効果的に火災予防思想の普及を図ることがで

きるものと考えられる事項 

ア 関係部局・関係団体への協力依頼、各市町村への本運動周知 

イ テレビ、ラジオ、新聞、インターネット等の各種媒体を通じた広報 

（３）市町村が実施した場合に効果的に火災予防思想の普及を図ることができ

るものと考えられる事項 

ア 関係部局・関係団体への協力依頼 

イ 各種媒体を積極的に活用した広報 

ウ 消防団、婦人（女性）防火クラブ及び自主防災組織等各団体、福祉関

係団体等との連携 

エ 各種消防訓練、住宅防火診断（訪問診断）、催し物等の行事の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

 

 

 

住宅防火 いのちを守る ７つのポイント 

－３つの習慣・４つの対策－ 

 

 

 

 

 

 

３つの習慣 

 ○ 寝たばこは、絶対やめる。 

 

 ○ ストーブは、燃えやすいものから離れた位置で使用する。 

 

 ○ ガスこんろなどのそばを離れるときは、必ず火を消す。 

 

 

 

 

４つの対策 

 ○ 逃げ遅れを防ぐために、住宅用火災警報器を設置する。 

 

 ○ 寝具、衣類及びカーテンからの火災を防ぐために、防炎品を使用する。 

 

 ○ 火災を小さいうちに消すために、住宅用消火器等を設置する。 

 

 ○ お年寄りや身体の不自由な人を守るために、隣近所の協力体制をつくる。 

 

 

 

 


